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序     文 
 
畜産は、世界全体の農業生産額の 40％に貢献し、約 10 億人の生計と食料安全保障を支える重要

なセクターです。このため、家畜疾病の制御は非常に重要ですが、これまで家畜疾病対策は、致

死率、感染率の高い急性感染症に焦点が当てられ、ワクチン開発等の対策が講じられてきました。

一方、持続感染による慢性的な貧血や流産を引き起こす家畜原虫病も畜産振興を阻害する重要な

疾病ですが、抗原虫薬開発の遅れから対策の難しい疾病です。 
モンゴル国は、人口の 14 倍もの家畜（4,000 万頭）を有し、畜産業を最重要セクターの 1 つと

する国ですが、冬期の寒波による家畜の大量死は畜産業に大きな影響を及ぼしています。この原

因としては、異常気象や過放牧による草地資源の劣化などとともに、原虫病に罹患した家畜が健

康状態を悪化させ、飢餓（飼料不足）や極端な寒冷などのストレスに対する抵抗性が弱まること

も一因と考えられています。 
こうした状況に対応する研究を進めるため、2008 年度に新設された「地球規模に対応する国際

科学技術協力」事業のうち感染症分野の研究課題の 1 つとして、モンゴル国より「モンゴルにお

ける家畜原虫病の疫学調査と社会実装可能な診断法の開発プロジェクト」が要請され、また、日

本側研究機関である帯広畜産大学より独立行政法人科学技術振興機構に対し研究提案がなされま

した。 
今般、JICA はモンゴル国政府からの協力要請の背景、内容を確認し、先方政府関係機関との協

議を経て、協力計画を策定し、プロジェクトの事前評価を行うために必要な情報を収集すること

を目的として、2013 年 10 月に詳細計画策定調査を実施しました。その後、2014 年 1 月 7 日に討

議議事録（R/D）に署名、2014 年 6 月から協力を開始することとなっております。 
本報告書は、上記詳細計画策定調査及びその後の実施協議の結果を取りまとめたものです。 
終わりに、本調査を実施するにあたりご協力を賜りました関係各位に深く感謝申し上げます。 
 
平成 26 年 6 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 北中 真人 
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事業事前評価表（地球規模課題対応国際科学技術協力） 

作成日：平成 25 年 11 月 25 日 
担当部・課：農村開発部・畑作地帯課 

１．案件名 
モンゴルにおける家畜原虫病の疫学調査と社会実装可能な診断法の開発プロジェクト 

２．事業の背景と必要性 
（１） 当該国における獣医畜産セクターの現状と課題 
モンゴルでは、290 万人の人口に比し 4000 万頭を超える家畜が飼養され、畜産が重要な産業とな

っている。全就労人口の 33％が農畜産業に従事し、その内の約 8 割が畜産業を営んでいる。他方、

殆どの畜産農家が遊牧生活を営む零細経営であり、生産性や収益性が低いことが課題となっている。

家畜の生産性や収益性向上の為には家畜疾病対策が重要であり、そのための対策は漸次実施されて

きている。具体的には、伝染性の高いブルセラ症や口蹄疫などの感染症に対する診断・予防・治療法

については、我が国を含めたドナーによる協力などを通じて知見が蓄積され、地方の獣医ラボ1でも、

独力である程度の診断と治療が実施できる水準となってきている。 
その中で、なお大きな問題として残っているのが家畜原虫病である。モンゴル国立農業大学獣医学

研究所が全国規模で実施したウマのピロプラズマ病に関する疫学調査によると、原虫病に感染したウ

マの割合が平均で 40％程度に達している事が判明し、原虫病対策の必要性が浮き彫りとなった。家

畜原虫病に感染した家畜は健康障害を被って継続的に生産性が悪化するだけでなく、モンゴルの冬期

の極端な低温、雪害による飼料不足を乗り切ることが出来ず死亡するケースも多いとされ、原虫病へ

の対応は、生産性の高い牧畜業の実現のために不可欠である。 
そのような家畜原虫病の重大性にも関わらず、同疾病のモンゴル国内での分布や被害の実体が明ら

かになっていないことが対策上の大きなネックとなっている。モンゴルの主要家畜は「ウシ、ウマ、

ヤギ、ヒツジ、ラクダ」であるが、これらの家畜について、全国規模の疫学調査を通して原虫病の実

態を解明するとともに、牧野のような施設設備の全くない場所であっても実施可能な簡易迅速診断法

の開発に資する研究の実施が求められている。 
 

（２） 当該国における獣医畜産セクターの開発政策と本事業の位置付け 
モンゴル政府は 2008 年に策定された「ミレニアム目標に基づくモンゴル総合的国家開発計画」に

おいて、2007 年から 2015 年の間の農業と食品産業の開発政策として、地域の特性を考慮しつつ、遊

牧と集約的な牧畜の両者のバランスを保ちながら発展させ、近代的な予防・対策技術を応用して家畜

の伝染病や寄生虫病を確実に抑制し、畜産物の加工と輸出を増加させることを目標として掲げてい

る。 
また、2010 年 5 月に国家大会議で承認された「モンゴル国家家畜プログラム」では、今後 10 年間

の目標として、牧畜関連の法整備や牧畜分野の人材育成、家畜感染症対策の強化などを挙げている。

このように、家畜疾病対策は、家畜の健康状態を良好に保ったうえで生産性や収益性の向上を目指

すために重要視されており、本プロジェクトの実施は当該国の開発政策に整合する。 
 

（３） 獣医畜産セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 
我が国は「対モンゴル国別援助方針（2012 年 4 月）」で、重点開発課題のひとつに「産業構造の多

角化を見据えた中小・零細企業を中心とする雇用創出」を掲げている。最大の雇用吸収先である農牧

業部門に対しては、「農牧業経営支援プログラム」の中で、農牧業の生産性及び効率化の向上を通じ、

農牧業従事者の収入向上を支援するとともに、質の高い製品を生産するための感染症対策や検査体制

などの強化を図ることを援助方針としており、本プロジェクトもこのプログラムのひとつに位置付け

られる。 
獣医畜産セクターにおいては、1990 年の民主化以降、我が国は数々のプロジェクトを実施してき

                                                        
1 獣医ラボは各県（アイマグ）に配置されており、県の中小企業農牧業局獣医部によって管轄されている。郡（ソム）

の獣医繁殖ユニット、民間獣医センターと連携して疾病対策を行っている。 
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た。研究レベルでの技術向上に関しては、技術協力「家畜感染症診断技術改善計画」が 1997～2002
年に実施され、モンゴル国立農業大学獣医学研究所の感染症診断技術に関する研究能力が強化された

とともに、プロジェクト終了後も、日本の大学との連携によるレベルの高い研究者の育成といったイ

ンパクトが発現している。本プロジェクトは、これまでの協力で培われた研究能力を、国際共同研究

を通してさらに発展させるものである。 
 

（４） 他の援助機関の対応 
モンゴルにおける畜産分野の援助はアメリカ合衆国国際開発庁（USAID）、世界銀行、国際連合食

糧農業機関（FAO）、欧州連合（EU）、スイス開発協力機構（SDC）及び JICA が主要ドナーとなって

いる。これまで、幾つかの機関で家畜衛生分野に係る協力が実施されているが2、政府レベルでの家

畜疾病対策システムの構築を中心とし、対象とする疾病も口蹄疫、ブルセラ症、鳥インルエンザなど

の伝染性の高い感染症であり、中央獣医衛生ラボや地方獣医ラボが実施・協力対象機関となっている。

家畜原虫病に関する研究開発プロジェクトは、モンゴル国で初めて実施されるものであり、本プロ

ジェクトと他援助との重複は見られず、本プロジェクトはこれまでの協力を補完し発展させる役割を

果たす。 
 

３．事業概要 
（１） 事業目的 
本事業は、家畜原虫病の疫学調査および簡易迅速診断法の開発を実施することにより、家畜原虫病

の早期摘発および予防・対策のためのモンゴル国立農業大学獣医学研究所の研究開発能力向上を図る

ものである。 
 

（２） 事業スケジュール(協力期間) 
2014 年 6 月～2019 年 5 月を予定（計 60 ヵ月） 
 

（３） 本事業の受益者（ターゲットグループ） 
直接受益者：モンゴル国立農業大学獣医学研究所の研究員（約 16 人） 
間接受益者：モンゴル国の牧畜業従事者（約 34 万人3）、獣医畜産関係の行政機関（中央、県（ア

イマグ）、郡（ソム）レベルの担当職員など約 740 人） 
 

（４） 総事業費（日本側） 
約 3 億円 

 
（５） 相手国側実施機関 
モンゴル国立農業大学獣医学研究所 
 

（６） 国内協力機関 
帯広畜産大学原虫病研究センター 
 

（７） 投入（インプット） 
① 日本側 

・在外研究員（専門家）派遣： 
長期 2 名（業務調整）（遺伝子診断法開発） 

  短期 研究総括/トリパノソーマ4診断法開発/疫学調査、研究副総括/ピロプラズマ5診断法

                                                        
2 実施中の主なプロジェクト：SDC「家畜健康プロジェクト（Animal Health Project）」、世界銀行/FAO「家畜・

農業市場プロジェクト（Mongolia Livestock and Agricultural Marketing Project）」 
3 ただし農牧業全体の数（ 出所： 北東アジア経済データブック 2012）, 

http://www.erina.or.jp/jp/Library/databook/pdf/12/2012databook.pdf 
4 本プロジェクトで研究対象となる原虫。主に虻による媒介や交尾により感染する。 
5 本プロジェクトで研究対象となる原虫。主にマダニによって媒介される。 
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開発/疫学調査、遺伝子診断法開発、病理学調査、ダニ分布調査の分野を予定 （約

7 名） 
・招へい研究員受け入れ：若手研究員年間 2～3 名程度 
・機材供与：イムノクロマトグラフィー6作製装置、遺伝子増幅装置など 

② モンゴル側 
・研究リーダー：獣医学研究所長、研究員：獣医学研究所の研究員 16 名（分子遺伝学研究室、

ベクター学・原虫学研究室、病理学研究室） 
・施設：プロジェクトオフィス及び動物実験施設に必要なスペース 
・その他：研究に必要な資機材の整備、プロジェクト活動費（プロジェクト運営に必要な経

常経費、消耗品費など） 
 

（８） 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 
本プロジェクトにおいては特段の配慮を要する事項は予見されない。 
 

（９） 関連する援助活動 
① 我が国の援助活動 
「獣医・畜産分野人材育成能力強化プロジェクト（2014 年～2019 年）」が、モンゴル国立農業大

学獣医学部をカウンターパートとして実施される予定である。同プロジェクトは獣医・畜産分野

の人材育成能力の強化を図るものであり、本プロジェクトの目的及び内容とは異なるが、プロジ

ェクト実施過程において、得られた成果などについての情報交換を行うことにより、将来的に双

方のプロジェクト成果の相互活用も期待される。 
② 他ドナー等の援助活動 

２.（４）に記載のとおり。 
４．協力の枠組み 
（１）協力概要 

 1）プロジェクト目標 
共同研究による疫学調査および簡易迅速診断法の開発を通して、獣医学研究所の家畜原虫病（ト

リパノソーマ病、ピロプラズマ病）の早期摘発および予防・対策のための研究開発能力が向上する。
 
 2）成果及び活動 

・成果 1：家畜原虫病の簡易迅速診断法が開発される。 
指標： 1-1)  2016 年までに、試作された簡易迅速診断キットが野外での疫学調査で使用

される 
 1-2) 2018 年までに、獣医学研究所が試作した簡易迅速診断キットの有効性が確

認される。 
活動： 1-1)  トリパノソーマ病、ピロプラズマ病の野生株を収集・分離し馴化培養する。
 1-2) 1-1 で収集した野生原虫株の抗原遺伝子型解析を行い、標的抗原遺伝子を同

定する。 
 1-3) 組換え抗原を作製する。 
 1-4) 組換え抗原の反応特性と実用性を LAMP 法や ELISA 法などを活用して評価

し、イムノクロマト法（ICT）に利用可能な抗原タンパク質を得る。 
 1-5) 組換え抗原を用いて ICT による簡易迅速診断キットを試作する。 
 1-6) 簡易迅速診断法の自然感染宿主を用いた評価を実施する。 
 1-7) 開発した簡易迅速診断法の野外における社会実装性評価（2-1 の疫学調査と

並行して実施）と改良を行う。 
 
・成果 2：モンゴルにおける家畜原虫病と媒介ダニの存在、分布および被害状況が明らかになる。 

指標： 2-1)  7 種類の原虫病と 3 種類の媒介ダニの分布マップが作成される。  

                                                        
6 簡易迅速診断を可能とする抗原検出法。 
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 2-2) 家畜原虫病被害状況に関するレポートや報告会の数が合計 7 種類以上とな

る。 
活動： 2-1)  原虫病と媒介マダニの疫学調査を実施し、原虫病に関する情報並びに感染

動物の一般臨床症状や病理組織学情報を収集する。 
 2-2) 原虫病および媒介マダニ分布データの GPS 位置情報を解析する。 
 2-3) 原虫病および媒介マダニの流行分布マップを作成する。 

 
・成果 3：疫学調査の詳細分析結果や原虫病予防・対策の試行実施結果に基づき、モンゴルにおいて

社会実装可能な原虫病の予防・対策方法が提案される。 
指標： 3-1)  社会実装可能な家畜原虫病予防・対策方法に関するレポートや報告会の数

が合計 7 種類以上となる。 
活動： 3-1)  疫学調査で得られた情報を元に、原虫病予防・対策のモデル地区を決定す

る。 
 3-2) 原虫病の予防・対策方法を検討し、モデル地区にて試行実施する。 
 3-3) 原虫病感染による健康被害の実態と家畜生産性の関係についての分析を行

う。 
 3-4) モンゴルにおいて社会実装可能な原虫病の予防・対策を提案する。 

 
（２）その他インパクト 
・全国規模での疫学調査の実施には、獣医学研究所の研究員のみならず地方獣医師の協力が不可欠

であるが、地方獣医師の本プロジェクトに対する関心は高く、良好な協力体制を構築できる見込みで

ある。本プロジェクトの実施を通して地方獣医師の診断技術向上にも寄与することが期待される。 
・本プロジェクトの活動を通して作製される組換え抗原は、簡易迅速診断方法の開発のみならず、

将来的にワクチン開発などにも活用可能であることから、プロジェクトのスコープを超えたインパク

トの発現も期待される。 
 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 
（１） 事業実施のための前提 

特になし 
（２） 成果達成のための外部条件 

地方獣医師の疫学調査への協力が得られる。 
（３） プロジェクト目標達成のための外部条件 

特になし 
 

６．評価結果 
本事業は、モンゴル国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計画

の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 
 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 
（１） 類似案件の評価結果 

1997 年～2002 年に実施されたモンゴル国「家畜感染症診断技術改善計画」（技術協力）の事後評価

(2009 年)では、地方獣医ラボの診断機器の不足が指摘されている。また、診断技術の面で地方獣医ラ

ボを支援することが提案されている。 
 

（２） 本事業への教訓 
本プロジェクトでは、地方獣医ラボ職員や獣医師が特別な施設機材なしに利用できる家畜原虫病の

簡易迅速診断キットの開発・普及を目指して活動を行うものである。獣医学研究所で開発・製造され

た簡易迅速診断キットの社会実装性評価を、地方獣医師の協力で実施するため、地方における診断技

術の向上にも貢献する。 
なお、本プロジェクトは研究室内での分析や論文作成に留まらず、モンゴルの社会状況を考慮に入
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れた社会実装可能な成果を生み出すことを念頭に置いたプロジェクト策定とした。 
 

８．今後の評価計画 

（１） 今後の評価に用いる主な指標 
４．(１)のとおり 
 

（２） 今後の評価計画  
・中間レビュー  2016 年 9 月頃 
・終了時評価   2018 年 12 月頃 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 調査の背景 

モンゴル国（以下、「モンゴル」と記す）では、全就労人口の 33％が農畜産業に従事し、その

うちの約 8 割が畜産業を営んでいる。290 万人の人口に比し 4,000 万頭を超える家畜が飼養され、

畜産が重要な産業となっているが、ほとんどの畜産農家が遊牧生活を営む零細経営で、生産性や

収益性が低いことが課題となっている。 
モンゴル政府は 2008 年に策定された「ミレニアム目標に基づくモンゴル総合的国家開発計画」

において、2007 年から 2015 年の間の農業と食品産業の開発政策として、地域の特性を考慮しつ

つ、遊牧と集約的な牧畜の両者のバランスを保ちながら発展させ、近代的な予防・対策技術を応

用して家畜の伝染病や寄生虫病を確実に抑制し、畜産物の加工と輸出を増加させることを目標と

して掲げている。 
また、2010 年 5 月に国家大会議で承認された「モンゴル国家家畜プログラム」では、今後 10

年間の目標として、（1）牧畜関連の法整備、（2）牧草地マネジメントの改善、（3）GIS システム

の導入、（4）家畜登録システムの導入、（5）牧畜分野の人材育成、（6）家畜感染症対策の強化を

挙げている。 
このように、同国は今後、家畜の健康状態を良好に保ったうえで、適正な頭数を飼育し、生産

性や収益性の向上と環境への配慮を両立させる農牧業を行うことを指向しており、家畜疾病対策

は目標実現のために重要である。 
モンゴルでは、伝染性の高いブルセラや口蹄疫等の感染症に対する予防・治療法については、

わが国を含めたドナーによる技術移転、機材供与などを通じて知見を蓄積し、地方（県）の獣医

ラボでも、独力である程度の診断と治療が行える水準となっている。 
一方、ダニなどのベクターによって媒介される原虫病については、モンゴル国内での分布や被

害の実体が明らかになっておらず、診断法と治療法の開発が遅れてきた。しかし、モンゴル国立

農業大学獣医学研究所（Institute of Veterinary Medicine：IVM）がウランバートル市とその他 13
県で実施した馬のピロプラズマ病に関する疫学調査によると、原虫病に感染した家畜の割合が平

均で 40％程度に達しているとされ、モンゴルの家畜飼養の特色でもある広域での放牧を通じた感

染の拡大が懸念されている。 
家畜原虫病に感染した家畜は健康障害を被って生産性が悪化するだけでなく、モンゴルの冬期

の極端な低温、雪害による飼料不足を乗り切ることができず死亡するケースも多いとされるため、

原虫病への対応は、生産性の高い牧畜業の実現のために不可欠の条件となる。 
これらの課題に対応するため、モンゴル国立農業大学獣医学研究所と帯広畜産大学原虫病研究

センターによる共同研究として実施する「モンゴルにおける家畜原虫病の疫学調査と社会実装可

能な診断方法の開発プロジェクト」が要請された。 
 

１－２ 調査の目的 

（1）協力要請の背景・内容の確認、実施機関における研究実施体制及び関係機関による協力体

制の確認、案件実施に必要な情報の収集・分析 
 

（2）協力内容、協力計画に係る協議、及び協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）の署名によ

る合意形成 
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１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 鍋屋 史朗 独立行政法人国際協力機構（JICA）農村開発部 専任参事 

研究代表 井上 昇 帯広畜産大学原虫病研究センター 教授 

協力企画 中村 麻紀 独立行政法人国際協力機構（JICA）農村開発部畑作地帯課 調査役 

評価分析 東野 英昭 （株）レックス・インターナショナル シニアコンサルタント 

 
＜オブザーバー＞ 

氏 名 所 属 

北 潔 独立行政法人科学技術振興機構（JST）研究主幹（東京大学大学院医学研究科教授） 

発 正浩 独立行政法人科学技術振興機構（JST）地球規模課題国際協力室 主任調整員 

原崎 眞弥 帯広畜産大学 企画国際室 

 
１－４ 調査日程 

現地調査は 2013 年 10 月 2 日から 10 月 16 日までの期間で実施された。調査日程の概要は、以下の

とおりである。 
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第２章 プロジェクト概要 
 

２－１ プロジェクト実施の背景 

２－１－１ モンゴルにおける獣医・畜産分野の現状と課題 
（1）農牧業と獣医サービスの歴史的経緯7 

モンゴルの農牧業は 1950 年代以降、市場経済に移行する 1990 年代まで、社会主義体制

の中央集権的な生産体制の下で、255 のネグデル（農牧業協働組合）を中核とする集団的

な農畜産業として営まれていた。遊牧民国家であったモンゴルに大規模な耕種農業が導入

され、比較的水が豊富な北部を中心に、国営農場が建設された。牧草地を耕作地に転じ、

大型機械によるコムギや飼料作物の生産が行われ、モンゴル政府の補助と社会主義国間の

経済相互援助会議であるコメコンに支えられ、コムギやジャガイモは自給自足を達成し、

コムギや食肉、羊毛、皮革や繊維製品をソ連などに輸出するに至った。 
しかし、1990 年、ソ連の崩壊過程のなかで､モンゴルは市場経済への移行を開始し、国

際通貨基金を中心とした国際機関の指導の下で市場経済化を推し進めた。1991 年のネグデ

ル、1992 年の国営工場の解体の過程で、家畜、農業機械、貯蔵・加工・灌漑施設などが構

成員に分配・私有化され、国営企業の民営化が進められた。 
ネグデルと国営農場の解体により職を失った労働者は、分配された家畜を遊牧する専業

牧民と転じた。また、当時のインフレで生活に困窮した都市部住民が帰郷して牧民となっ

たが、社会主義時代の家畜流通体制の崩壊のため、個人では市場へのアクセスが困難とな

った。加えて、かつての家畜製品の輸出先も失われたために、家畜の頭数は増加した。家

畜の増加が牧草地の荒廃を招く一方で、社会主義体制の下、無料で行われていた家畜医療

サービスが有料化され、家畜の健康状態が悪化した。 
市場経済の混乱のなかで、政府や社会主義国間のサポートが失われたために、農牧業の

生産・流通体制は壊滅的な打撃を受けたが、2000 年代後半に入ってようやく回復を見せ、

コムギやジャガイモの農業生産は自給を満たせる状況となった。しかし、生産・流通体制

はまだ脆弱であり、モンゴルの農牧業は再興の途上にある。 
 
（2）気象条件と国土・人口 

モンゴルは、カザフスタンに次いで、世界で 2 番目に大きな内陸国である。国土面積は

およそ 156.4 万 km2 であり、これは日本の国土面積 37.8 万 km2 の 4 倍以上である。北緯 42
度〜52 度、東経 90 度〜120 度に位置し、北側にロシア、南側で中国と国境を接している。

国土の西側には、モンゴル・アルタイ山脈、ハンガイ山脈を中心とする山岳地帯が広がり、

東側には平坦な草原地帯が広がっている。海抜は平均 1,580m である。 
モンゴルでは、年間降水量は 100～300mm と少なく、気温の日較差、年較差が大きい。

降水量の 70％が、7～8 月の夏期に集中する。夏期の平均最高気温は 30℃を超えるが、冬

期（11〜3 月）にはマイナス 30℃を下回る。表２－１に、ウランバートルの平均気温、降

雨日数、降雨量を取りまとめて示す。 

                                                        
7 参考資料：プロマーコンサルティング「平成22年度自由貿易協定等情報調査分析検討事業 モンゴルにおける農林水産業と

農林水産政策等の調査・分析」 
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表２－１ ウランバートルの年平均気温、降雨日数、降雨量 

年 2009 2010 2011 2012 

平均気温 0.3℃ -0.3℃ -0.4℃ -1.1℃ 

降雨日数（降雨量） 127 日（274.1 mm） 152日（236.0 mm） 136日（259.8 mm） 182日（287.4 mm）

出所：“Mongolia Statistical Year Book 2012” 

 
北部地帯は森林草原地帯が形成され、ロシアとの国境帯を中心に針葉樹林帯（タイガ）

が広がり、牧草の生産量も多い。西部地域には山岳性森林草原、草原、砂漠性草原などさ

まざまな植生が見られ、東部地域には広大な草原地域が広がっている。南部地域は主にゴ

ビ砂漠（砂漠性草原）であり、草の量は少ないが栄養価の高い牧草や野生の果樹が生育す

る。 
 
（3）行政単位と人口 

モンゴルの基本的な行政単位は、日本の県に相当する 21 の「アイマグ（aimag）」とウ

ランバートル市である。県及びウランバートル市の下には郡にあたる「ソム（soum）」が

329、更にその下に村にあたる「バグ（bagh）」が 1,568 属している。 
2010 年の人口・住宅センサスによれば、モンゴルの人口は 275.4 万人であり、人口増加

率は 1.5％である。首都ウランバートルの人口集中が進んでおり、全人口の 40％にあたる

110.7 万人が居住している。人口集中が進むなかで、住居、インフラ、道路などの整備は

遅れており、都市問題が顕在化している。首都の周辺には、ゲル地区と呼ばれる地方から

の移住者を中心とした貧困地域があり、同地区の貧困世帯を含めたモンゴル全体の貧困率

は、2012 年時点で 27.4％である（世界銀行）8。 
 
（4）畜産分野の概況 

畜産業は、食肉や乳製品などの食料を供給し、カシミアや食肉等の重要な輸出品目を生

み出す、モンゴル農林水産業の重要なサブセクターである。 
畜産業は遊牧と近代的な定住型の牧畜業が存在するが、大部分が遊牧による。ほとんど

の遊牧世帯は、5 畜と称されるヒツジ、ヤギ、ウシ、ウマ、ラクダを、年に 4～5 回の移動

を繰り返しつつ飼育する。 
遊牧民はこれらの家畜の生産物である肉や乳製品を自家消費する一方、ヒツジを中心と

する肉用の家畜やカシミア、羊毛、ラクダやウマの乳、皮革などを販売して現金収入を得

ている。 
家畜（5 畜）の頭数は、表２－２に示すように、2012 年時点で合計およそ 4,092 万頭で

ある。その大半はヤギとヒツジである。 

                                                        
8 世界銀行プレスリリース（2013年5月21日） 
（http：//www.worldbank.org/en/news/press-release/2013/05/21/poverty-rate-came-down-to-27-4-percent-in-2012） 
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           表２－２ モンゴルの家畜の飼育頭数        （単位：1,000頭） 

年度 2007 2008 2009 2010 2011 2012
家畜種類 

ヤギ 18,347.8 19,969.4 19,651.5 13,383.2 15,934.6 17,558.7

ヒツジ 16,990.1 18,362.3 19274.7 14480.4 15,668.5 18,141.4

ウシ 2,425.8 2,503.4 2,599.3 2,176.0 2,339.7 2,584.6

ウマ 2,239.5 2,186.9 2,221.3 1,920.3 2,112.9 2,330.4

ラクダ 260.6 266.4 277.1 269.6 280.1 305.8

合計 40,263.8 43,288.5 44,023.9 32,729.5 36,335.8 40,920.9

出所：“STATISTICAL DATA OF FOOD, AGRICULTURE AND LIGHT INDUSTRY SECTOR”及び“Mongolia Statistical 
Year Book 2012”を基に作成。 

 
2010 年の総飼育頭数は、2009 年時点から 1,200 万頭程度減少している。これは、2009

年の冬から 2010 年の春にかけて発生したゾド（雪害）の影響で 1,000 万頭以上の家畜が死

亡したためである9。その後の総飼育頭数は、回復基調にあり、2012 年には 4,000 万頭台に

増加した。 
 
（5）家畜疾病の発生状況 

モンゴルで発生している主な疾病は、口蹄疫、炭疽、ブルセラ、結核、気腫、大腸菌症、

エンテロセキトミア、出血性敗血症、寄生虫感染症などである。なかでも、口蹄疫は 2000
年以降、国の東部と中部で断続的に発生し、経済的損失をもたらしている10。 
本プロジェクトで対象とするピロプラズマ病、トリパノソーマ病等の原虫病については、

家畜の慢性的な健康障害として症状が表れるケースが多く、他の感染症と比べて死亡率が高

くないこともあり、モンゴル国内では発生状況に関する包括的な情報の収集が遅れてきた。 
しかし、表２－３に示すように、2008 年から 2010 年にかけて、獣医学研究所がウラン

バートル市とその他 13 県で行ったウマのピロプラズマ病の感染状況調査からは、高原地

帯を中心に、サンプルの 40％以上が T.equi あるいは B.caballi11に感染しており、平均でも

およそ 35％の感染率と報告されている。モンゴルが、今後、生産性の高い牧畜業を実現す

るためには、他の感染症と並んで原虫病への対応が不可欠な状況となっている。 
 
（6）家畜疾病対策 

家畜の感染症対策は、中央レベルでは、工業・農牧業省の獣医繁殖庁の管轄である。感

染症の診断や対策は、工業・農牧業省の国家中央獣医ラボ（State Central Veterinary 
Laboratory：SCVL）が担当している。 

地方においては、各県に獣医ラボが置かれているほか、ソムには、獣医繁殖ユニットが

                                                        
9 原虫病によって健康被害を受けた家畜は、モンゴルの厳しい冬の気候に耐えられず、ゾド（雪害）で死亡するケースが多い

とされる。 
10 2010年4月に東部ドルノド県で発生した口蹄疫は、その後東部全域に広がり被害が拡大した。2010年までに2万6,000頭が処

分され、690万頭がワクチン接種を受けている。 
11 いずれもピロプラズマ原虫の種類。 
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設置されている。民間の獣医センターは、全国に 906 カ所があり、県・ソムの行政組織と

連携して12、予防接種などを行っている。 
本プロジェクトのモンゴル側の研究実施機関であるモンゴル国立農業大学の獣医学研究

所は国家中央獣医ラボが対応できない病気の調査・研究を行っている組織である。国家中央

獣医ラボは、これまでモンゴル国内で、その発生状況が知られてきた感染症や寄生虫症の対

応が任務であり、これまでモンゴル国内で取り組みが遅れてきた原虫病については、獣医学

研究所が、その発生・被害状況、ベクターの分布状況、診断法の開発などを実施する。 
 

表２－３ ウマのピロプラズマ病の感染率と分布 

地 域 県 ソ ム 
原虫病への感染率 

T.equi B. caballi 
T.equi と 

B. caballi 

森林地帯 

セレンゲ 
ユルー /マンダル /
フデル 

19.62％ （21/107） 8.41％  （9/107） 1.87％  （2/107）

ブルガン バヤンアワムト 8.69％   （8/92） 5.43％   （5/92） 0％   （0/92）

フブスグル 
アラグエル /デネ /
ツァガンウール 

38.46％  （10/26） 46.15％  （12/26）15.38％   （4/26）

ザブハン トデウティ 33.33％  （11/33） 6.06％   （2/33） 3.03％   （1/33）
トゥブ バトスンベム 26.28％ （36/137） 9.49％ （13/137） 2.92％  （4/137）

ウブルハンガイ 
フジルト /バトウ

ルジー 
32.39％  （23/71） 12.68％   （9/71） 7.04％   （5/71）

合 計 
23.39％±1.96 

（109/466）
10.73％±1.43 

（50/466）
3.43％±0.84 

（16/466）

高原地帯 

スフバートル バローンウルト 0％     （0/14） 0％     （0/14） 0％     （0/14）

ヘンティ 

ベトノロブ /ツゥ

レルマンダル /ナ
ハレン /デルゲル

ハーン 

20.92％ （41/196） 7.14％ （14/196） 2.55％  （5/196）

トゥブ 

バヤンウンジュル

/ルン/アルフスト/
アルタンブラグ /
ウンドルシレート

/エルデネサント /
セルゲレル 

24.42％（105/417） 16.78％ （70/417） 6.95％ （29/417）

ゴビスンベル スンベハ 74.42％  （32/43） 27.9％   （12/43）23.25％  （10/43）

アルハンガイ 
ハシャート /ホト

ント 
50.0％    （9/18） 5.55％   （1/18） 5.55％   （1/18）

ウブルハンガイ 
ハラホリン /トゥ

グルグ /バヤンゴ

ル 

47.37％  （27/57） 21.05％  （12/57）10.53％   （6/57）

                                                        
12 調査団が訪問したドンドゴビ県とセレンゲ県の場合、県の中小企業農牧業局獣医部が県獣医ラボを管轄しており、ソムの

獣医繁殖ユニット、民間獣医センターと連携して疾病対策を行っている。他の県も獣医行政の組織は同様。 
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ドンドゴビ 

デレン/デルゲル 
ツォグト /ウルジ

ート /アダーツァ

グ /エルディネグ

ライ 

41.27％（26/63） 25.4％ （16/63） 6.35％ （4/63）

バヤンウルギー 
ウルギー /バヤン

アール 
31.64％（25/79） 20.25％（16/79） 6.33％ （5/79）

ウランバートル 
ザイサン /ウルジ

ート 
18.18％ （2/11） 9.09％ （1/11） 0％   （0/11）

合 計 
29.31％±1.51 

（267/911）
15.81％±1.22 

（142/898）
6.68％±0.83 

 （60/898）

ゴビ地帯 

ドゥンドゴビ 
デルゲルハンイ 
サインケガーン 

33.3％（40/120） 32.5％（39/120） 15.0％ （18/120）

南ゴビ 
フルメン 
ハンボンゴル 
バヤンダライ 

21.47％（35/163） 18.4％（30/163） 4.9％ （8/163）

ドルノゴビ アルタンシレー 87.5％   （7/8） 0％    （0/8） 0％    （0/8）

バヤンホンゴル 
ジンスト/ボグド 
バヤンオボー 
ウルジート 

7.32％ （3/41） 0％   （0/41） 0％   （0/41）

ウブス ウランゴム 48.0％ （24/50） 6.0％  （3/50） 2.0％  （1/50）

合 計 
28.53％±2.3 

（109/382）
18.85％±2.0 

（71/382）
7.07％±1.31 

（27/382）

総 計 
27.57％±1.06 

（485/1,759）
15.12％±0.85 

（264/1,746）
5.9％±0.56 

（103/1,746）

出所：獣医学研究所 

 
２－１－２ 獣医・畜産分野の課題に対する本プロジェクトの位置づけ 

本プロジェクトは、モンゴル国立農業大学の獣医学研究所をモンゴル側の研究実施機関、帯

広畜産大学の原虫病研究センターを共同研究実施機関として配し、これまでモンゴル国内で取

り組みが遅れてきた原虫病について、その発生・被害状況、ベクターの分布状況を全国的な疫

学調査を通じて明らかにし、簡易迅速診断法を開発し、モンゴルにおける原虫病の予防・対応

策を提言することを目的として実施するものである。 
モンゴルでは、1990 年代の市場経済への移行時に、牧畜業の生産・流通基盤が崩壊した。当

時、飼育技術をもたない人々が遊牧を開始したこと、医療サービスが有料化したことなどを原

因として、家畜の健康状態が悪化している。 
近年、中国からのカシミアの買いつけが拡大するにつれ、ヤギを中心とする家畜の頭数が増

えたことから牧草地の劣化が進み、家畜の肥育に悪影響を与えている。こうした家畜の健康状

態の悪化がゾド（雪害）による被害を拡大させている一因となっている。 
また、防疫体制、家畜医療体制の脆弱さも課題として残されている。モンゴルでは、2000 年

以降、繰り返し口蹄疫が発生し、経済的な損失をもたらしている。また、獣医学研究所の調査

によれば、調査対象の 40％近くのウマがピロプラズマ病に感染しているとされる。 
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これまでのわが国をはじめとするドナーによる技術移転や資機材供与の結果、感染症の診断

や治療はある程度可能であるが、モンゴルの獣医や家畜診断のレベルは全体としては依然とし

て低く、とりわけ原虫病への対応は遅れている。特に、地方の獣医の原虫病に関する知識・診

断技術の向上と、現場で簡易・迅速に用いることのできる診断キットの開発が急務となってい

る。 
 

表２－４ 各アイマグ（県）の民間獣医師センターの数 

No. アイマグ ソム（郡）の数 民間獣医師センターの数 

1 バヤンウルギー 14 83 

2 バヤンホンゴル 19 45 

3 ザワハン 24 51 

4 ホブド 17 49 

5 トブ 28 80 

6 ドンドゴビ 15 23 

7 ブルガン 16 50 

8 ヘンティ 20 47 

9 ウムヌゴビ 15 28 

10 ウランバートル 9 区 20 

11 フブスブルク 24 64 

12 ドルノゴビ 14 40 

13 セレンゲ 23 39 

14 アルハンガイ 18 36 

15 ゴビアルタイ 18 50 

16 ダルハンウール 4 12 

17 ドハノド 15 40 

18 ウブルハンガイ 19 33 

19 スフバートル 13 45 

20 ウブス 20 63 

21 オルホン 2 8 

合計 338 906 

出所：“Mongolian Veterinary Medicine on the 90th Anniversary （2013）” 

 
また、獣医師の不足も積年の課題となっている。モンゴル全体での獣医師と準獣医師業務従

事者の合計は、表２－５のように、経年変化はあるものの、恒常的な不足が続いている。 
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表２－５ 獣医師数の推移 

年度 
2006 2009 2010 2011 2012 

モンゴル 

獣医師と準獣医師 2,659 2,924 3,007 2,701 2,787 

1km2 当たり人数 0.0017 0.0019 0.0019 0.0017 0.0018 

1 km2 当たり人数による順位 n.a. 139/170 国 135/170 国 143/171 国 132/156 国

 
2006 2009 2010 2011 2012 

日本 （参考） 

獣医師数 30,853 34,721 34,721 34,742 38,293 

1 km2 当たりの人数 0.0817 0.0919 0.0919 0.09 0.1013 

1 km2 当たりの人数による順位 18/124 国 19/170 国 23/170 国 23/171 国 18/156 国 

出所：Animal Health Information, OIE Home Page 
（http：//www.oie.int/wahis_2 /public/wahid.php/Countryinformation/Veterinarians） 

 
今回の調査時の聞き取りでは、地方の民間獣医師センターでは、獣医の高齢化が進んでいる

ことも課題として挙げられた。加えて、大学の獣医学部を卒業した若い獣医師が地方での勤務

を回避する傾向がみられることから、地方の家畜の診断業務の持続性が危惧されており、地方

での生活環境の改善を含めた対応策が政府の検討事項となっている。 
モンゴルにおいて原虫病による家畜への健康被害の実態の解明は、これまで本格的に行われ

てこなかったが、本プロジェクトによってその実体が解明され、簡易・迅速診断法が開発され

れば原虫病の予防・対策の強化を通じて、畜産の生産性向上と農牧民の生活改善につながって

いくことが期待される（ただし、畜産分野全体についてみれば、畜産資源の加工技術の低さ、

流通インフラと市場の未発達なども阻害要因であり、これらが複合的に作用し合い、モンゴル

の牧畜業の生産性の向上を妨げている）。 
 
２－１－３ 当該セクターにおけるわが国及びJICAの援助方針と実績13 
（1）わが国の援助方針 

2012 年 5 月の「対モンゴル国別援助方針」で、わが国は、急速な経済成長にもかかわら

ず、貧困層の削減が進まず、雇用創出が課題となっているモンゴルの現状をかんがみ、「す

べての人が恩恵を受ける成長の実現に向けた支援」を援助重点分野の 1 つとしている。そ

のなかで、最大の雇用吸収先である農牧業部門に対しては、「農牧業の生産性及び効率化

の向上を通じ、農牧業従事者の収入向上を支援するとともに、質の高い製品を生産するた

めの感染症対策や検査体制等の強化を図る」としている。 
 
（2）援助実績 

わが国は 1990 年の民主化以降、一貫してモンゴルの復興、開発を支援してきたが、畜

                                                        
13
畜産技術協会（平成20年3月）『国別畜産開発支援計画作成事業 モンゴル国現地調査報告書』を基に記述。 
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産セクターにおいては、1990 年代前半に、ウランバートル乳製品工場、ダルハン食肉加工

場施設の復旧・施設改修の無償資金援助を実施したのが始まりである。 
2001 年のゾド災害に対しては約 13 億円の緊急無償援助を実施した。また、家畜用井戸

の新設・更新、適正な草地管理のための調査（2003～2006 年）などを実施してきている。 
家畜衛生分野においては、モンゴル国立農業大学の免疫研究センター（現在の獣医学研

究所）を拠点とする技術プロジェクト「家畜感染症診断技術改善計画（1997～2002 年）」

と 2 年間のフォローアップ協力（2003～2005 年）が実施された。また、JICA の現地国内

研修プログラムとして「地方獣医師育成計画（2006～2009 年）」がモンゴル農業大学、獣

医学研究所と国家中央獣医ラボの連携で実施されたほか、「複合農牧業経営モデル構築支

援プロジェクト（2006～2009 年）」が北部 3 県を対象として、作物生産と畜産経営を組み

合わせた生産性の高い畜産経営をめざして実施された。 
わが国のモンゴル畜産分野での協力実績は表２－６に取りまとめたとおりである。 

 

表２－６ わが国のモンゴル畜産分野での協力実績 

協力方式 プロジェクト名 期 間 概 要 備 考 

技術協力 家畜感染症診断技術

改善計画 
5 年間 
1997～2002 年

（ F/U ： 2003
～2005 年） 

モンゴル国立農業大学獣

医学部への家畜感染症の

診断技術指導。 

帯広畜産大、岐阜

大 

技術協力 地方獣医師育成計画

（現地国内研修） 
3 年間 
2006 年 7 月～

2009 年 7 月 

獣医学研究所（IVM）、国

家中央獣医ラボ（SCVL）
などにおける県獣医官へ

の感染症の診断技術等の

研修。 

IVM と SCVL の連

携による実施。 

技術協力 複合農牧業経営モデ

ル構築支援 
3 年間 
2006 年 6 月～

2009 年 6 月 

作物と生産性の高い畜産

を複合化した経営モデル

の形成を通じて、ゾドや干

ばつにも対応できる持続

的な経営モデルの構築。 

北部 3 県（ボルガ

ン県、ダルハンホ

ール県、セレンゲ

県）の 8 ソムを対

象。牧民、協同組

合、普及センター

と連携して活動。

技術協力 動物検疫 2000 年 動物検疫の実情調査改善

計画の提案。 
 

開発調査 ゾド対策地方牧畜業

体制改善支援計画調

査（M/P 調査） 

3 年間 
2003 年 2 月～

2006 年 3 月 

1990～2000 年のゾドを契

機に、井戸の新設復旧と適

正な牧養力に基づく利用

管理計画の策定。 

ゴビ・ステップ地

域の 3 県（ドンド

ゴビ、ドルノゴビ、

ウムヌゴビ）を対

象とした概定計

画、ドルノゴビ県

についての詳細計

画策定と実証調

査。 
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緊急無償援助 ゾド被害対策（風雪

害） 
2001 年 1999/2000 年のゾドで計

490 万頭の家畜が死亡し

た。小麦粉、無線機、発電

機、井戸ポンプの供与。 

第 1 次：約 10 億円、

第 1 次：約 3 億円

開発投融資 モンゴル馬肥育 1996～2001 年 モンゴルウマの肥育試験

事業の融資と技術移転。 
 

無償資金協力 ダルハン市食肉加工

施設整備 
1994～1995 年 ダルハン市の国営食肉加工

場の施設、冷蔵庫の整備。 
約 20 億円 

無償資金協力 ウランバートル乳製

品加工施設整備 
1994 年 ウランバートル市の国営

乳製品加工場の施設整備。 
約 9 億円 

出所：畜産技術協会（2008 年 3 月）『国別畜産開発支援計画作成事業モンゴル国現地調査報告書』p.72 一部修正 
 
２－１－４ 当該セクターにおける他ドナー協力の状況 

援助の効果・効率化の観点から、モンゴルでも、各国・援助機関が援助分野を選択して協力

するべく、援助マトリックス（Development Partners Matrix）が作成されている。農業セクター

は、農業政策、農業開発、穀物、畜産、農業サービス（普及・研究など）の5つの小分野に区

分され、畜産分野は米国国際開発庁（USAID）、世界銀行、国連食糧農業機関（FAO）、欧州連

合（EU）、スイス開発協力庁（SDC）及びJICAが主要ドナーとなっている。 
現在、いくつかの機関で家畜衛生に係る協力を実施しているが、政府レベルでの家畜疾病対

策システムの構築を中心とし、対象とする疾病も口蹄疫、ブルセラ、鳥インフルエンザといっ

た伝染性の高い感染症であり、国家中央獣医ラボや県獣医ラボが実施・協力対象機関となって

いる。 
現在、SDC世界銀行、FAOが実施中の“Animal Health Project”及び“Mongolia Livestock and 

Agricultural Marketing Project（LAMP）”について、表２－７に概要を取りまとめた。 
 

表２－７ スイス開発協力庁と世界銀行/FAOが実施中の案件概要 

ドナー タイトル 概 要 

スイス開発協力庁

（SDC） 
Animal Health 
Project 

・家畜の感染症と関連法規の整備、獣医師の研修と牧民の啓発

を実施（獣医師の研修とブルセラ対策、ヤクとラクダのパイ

ロットバリューチェーンに焦点を当て、住民の収入向上、生

活手段の確保を目的として 2008 年から 2011 年にかけて実施

された Livestock Project の後継案件）。 
・プロジェクト目標：モンゴルの家畜の健康システムを改善し、

より効果的なものとする。 
・アウトカム： 

1．政策と法令〔モンゴルが国際獣疫事務局（OIE）基準に沿

い、かつ十分訓練を受けた人材による、信頼性の高い、組織

化された獣医サービスを有する〕 
2．費用対効果の高い疾病対策（モンゴルの行政が、ブルセ

ラと口蹄疫のコントロールに必要な技能とツールをもつ） 
3．正規獣医師教育（獣医師の正規教育が、最新のカリキュ

ラムに基づき、有能な男性/女性教師によって行われる） 
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・実施期間：2012～2015 年 
・予算：590 万スイス・フラン（約 6 億 4,000 万円） 

世界銀行 /国連

食 糧 農 業 機 関

（FAO） 

Mongolia 
Livestock and 
Agricultural 
Marketing 
Project（LAMP） 

・グローバル農業・食料安全保障プログラム（GAFSP）の一環

として実施。予算額：1,250 万米ドル（世銀担当分：1,100 万

米ドル、FAO が実施する技術援助プロジェクト分：150 万米

ドル） 
・2013 年 8 月～2017 年 1 月 
・インパクト：畜産をベースにした生産システムの生産性の向

上、市場へのアクセス強化、多角的展開の推進を通じて、対

象ソムの生活向上と食料安全を確保する。 
・技術協力の目的：より効果的な公共・民間の投資を呼び込む

ための人材並びに組織の能力強化 
・対象地域：ザブハン県、ゴビアルタイ県、フブスグル県、ア

ルハンガイ県、バヤンホンゴル県の対象 15 ソムで活動を実

施。 
・コンポーネント 

1）牧民と市場のリンケージ 
2）畜産の生産性と品質の向上 
3）プロジェクト管理  

出所：Swiss Agency for Development and Cooperation website 及び FAO モンゴル事務所入手資料より作成。 

 
本プロジェクトは、モンゴル唯一の家畜疾病研究機関である獣医学研究所において、原虫病

の迅速診断法の開発を通じて、同研究所の研究能力向上を図るものである。原虫病にかかわる

本格的な研究開発プロジェクトは、モンゴルで初めて実施されるものであり、他援助との重複

はみられず、これまでの協力を補完する役割を果たす。 
 

２－２ プロジェクトの基本計画 

２－２－１ プロジェクトアウトライン 
（1）プロジェクト目標 

共同研究による疫学調査及び簡易迅速診断法の開発を通して、獣医学研究所の家畜原虫

病（トリパノソーマ病、ピロプラズマ病）の早期摘発及び予防・対策のための研究開発能

力が向上する。 
 
（2）成果 

1．家畜原虫病の簡易迅速診断法が開発される。 
2．モンゴルにおける家畜原虫病と媒介マダニの存在、分布及び被害状況が明らかになる。 
3．疫学調査の詳細分析結果や原虫病予防・対策の試行実施結果に基づき、モンゴルにお

いて社会実装可能な原虫病の予防・対策方法が提案される。 
 
（3）活動 

1-1．トリパノソーマ病、ピロプラズマ病の野生株を収集・分離し馴化培養する。 
1-2．1-1 で収集した野生原虫株の抗原遺伝子型解析を行い、標的抗原遺伝子を同定する。 
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1-3．組換え抗原を作製する。 
1-4．組換え抗原の反応特性と実用性を LAMP 法や ELISA 法などを活用して評価し、イ

ムノクロマト法（ICT）に利用可能な抗原タンパク質を得る。 
1-5．組換え抗原を用いて ICT による簡易迅速診断キットを試作する。 
1-6．簡易迅速診断法の自然感染宿主を用いた評価を実施する。 
1-7．開発した簡易迅速診断法の野外における社会実装性評価（2-1 の疫学調査と並行し

て実施）と改良を行う。 
2-1．原虫病と媒介マダニの疫学調査を実施し、原虫病に関する情報並びに感染動物の一

般臨床症状や病理組織学情報を収集する。 
2-2．原虫病及び媒介マダニ分布データの GPS 位置情報を解析する。 
2-3．原虫病及び媒介マダニの流行分布マップを作成する。 
3-1．疫学調査で得られた情報を基に、原虫病予防・対策のモデル地区を決定する。 
3-2．原虫病の予防・対策方法を検討し、モデル地区にて試行実施する。 
3-3．原虫病感染による健康被害の実態と家畜生産性の関係についての分析を行う。 
3-4．モンゴルにおいて社会実装可能な原虫病の予防・対策を提案する。 

 
２－２－２ 投入計画 
（1）日本側 

・在外研究員（専門家）派遣 
長期：2 名（業務調整） （遺伝子 診断法開発） 
短期：研究総括/トリパノソーマ 4 診断法開発/疫学調査、研究副総括 /ピロプラズマ 5

診断法開発/疫学調査、遺伝子診断法開発、病理学調査ダニ診断法開発、病理学調

査ダニ診断法開発、病理学調査ダニ分布調査の分野を予定（約 7 名） 
・招へい研究員受入れ：若手研究員 年間 2～3 名程度 
・機材供与：イムノクロマトグラフィー作製装置、遺伝子増幅装置など 

（2）モンゴル側 
・研究リーダー：獣医学研究所長、研究員：獣医学所の研究員 16 名（分子遺伝学研究室、 

ベクター学・原虫学研究室、病理学研究室） 
・施設：プロジェクトオフィス及び動物実験施設に必要なスペース 
・その他：研究に必要な資機材整備、プロジェクト活動費（プロジェクト運営に必要な経

常経費、消耗品費など） 
 
２－２－３ 相手国関係機関と協力体制 
（1）研究実施機関 

モンゴル側実施機関はモンゴル国立農業大学獣医学研究所である。同研究所から所長

（プロジェクトダイレクター）、プロジェクトマネジャーを含め、18 名のスタッフが研究

を実施する。 
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1）獣医学研究所で本プロジェクトの研究に参加するメンバー 
研究代表者：Dr. Badgar BATTSETSEG（獣医研究所長） 
プロジェクトダイレクター：Dr. Badgar BATTSETSEG 
プロジェクトマネジャー：Dr .Battur BANZRAGCH 
その他研究者（分子遺伝学研究室、寄生虫学研究室、ベクター・原虫学研究室、病

理学研究室）：16 名 
 

2）獣医学研究所の沿革 
1961 年に設立された獣医学研究所は、家畜の感染症、寄生虫症、非感染症の診断、

治療、予防法､治療薬の開発・製造を担う機関である。図２－１に示すように、現在、

11 の研究室を有し、調査時時点でのスタッフの総計は 97 名で、博士号取得者は 38 名

である。 
プロジェクトの研究実施機関であるモンゴル農業大学獣医学研究所と、共同研究機関

の帯広畜産大学原虫病研究所は、過去 10 年以上にわたって共同研究や留学生の派遣を通

じて交流を行ってきている。Battsetseg 所長（プロジェクトダイレクター）、Battur 博士

（プロジェクトマネジャー）を含め、9 名が日本での学位取得または JICA 研修の経験を

有しており、今回のプロジェクトの活動も円滑、効率的に進むことが期待される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１ 獣医学研究所組織図 

教育・科学省
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3）獣医学研究所の予算 
人件費や光熱費など、いわゆる組織運営上の固定費は、獣医学研究所で提出した予

算要求案を教育・科学省と経済開発省が承認し､議会で審議された後、予算の執行とな

る。 
これに対し、研究プロジェクトは、研究チーム（個人も可）がプロポーザルを作成

して申請し、教育・科学省の委員会で審議し、採択された場合には、教育・科学大臣

直属の組織である科学技術基金を通じて、研究費が支給される。 
表２－８で示したように、獣医学研究所の年度予算には変動がみられ、2009 年度は

減少したが、2012 年度までおおむね増加傾向にあり、2012 年度の予算は、円貨換で約

1 億 400 万円であった（1 円=17.2 モンゴルトゥグルグで換算）。2013 年度以降の予算に

関するデータは入手できなかったが、2014 年から着工される研究所の新棟建設の費用

は既に教育・科学省の承認を得ており、プロジェクト活動にかかわる、モンゴル側の

予算分担項目についても、予算措置を講じる旨、獣医学研究所、教育・科学省の担当

者から説明を受けた。 
 

               表２－８ 獣医学研究所の予算       （単位：トゥグルグ） 

  2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 

  歳入14 641,910,768 445,789,441 704,070,000 979,302,400 1,785,165,827

1 国家予算 630,687,476 443,110,500 538,917,900 633,871,900 1,138,127,509

2 モンゴル国委託研究 162,255,000 341,185,000 642,596,618

3 その他研究活動収入 11,233,292 2,678,941 2,897,100 4,245,500 4,441,700

  歳出 641,910,768 445,789,441 704,070,000 979,302,400 1,785,165,827

1 給料、ボーナス 319,131,268 308,930,954 340,901,800 398,215,200 593,974,200

2 社会保険支払い 31,913,100 34,051,300 37,499,200 43,801,300 65,336,500

3 事務費 799,570 299,200 797,000 959,000 904,000

4 電気代 10,416,703 8,693,049 12,338,142 11,712,166 11,006,998

5 暖房 15,082,071 7,352,097 16,690,016 16,129,510 9,874,724

6 燃料 1,050,000 696,000 1,200,000 1,720,000 2,114,000

7 通信 4,897,939 2,448,245 4,217,849 3,447,094 3,429,409

8 上下水道料 1,281,000 3,498,700 3,400,000 8,930,324 4,657,000

9 国内出張 23,346,903 16,964,040 29,528,408 15,444,210 34,041,020

10 海外出張 865,160 1,000,000 867,800 1,100,050 3,914,767

11 ユニフォーム 1,258,140 600,000 607,000 584,900 550,000

12 手数料、その他 1,819,016 1,684,400 1,815,962 1,312,720 2,008,000

                                                        
14 獣医学研究所の収入は、ワクチン製造（獣医繁殖庁より委託）と販売、診断キット販売、感染症診断、研修開催などが主な

ものである。 
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13 研究費 169,331,794 52,819,361 84,339,235 130,768,305 401,861,715

14 維持管理費 4,231,990 4,439,000 5,379,280 7,411,990

15 プロジェクト・イベント 11,223,292 90,000 162,254,996 320,974,071 642,626,504

16 出版物 428,900 378,000 277,680 432,000

17 その他 47,822,912 1,600,205 1,635,592 17,631,590 600,000

18 臨時ボーナス 1,243,000 829,900 1,100,000 915,000 405,000

出所：獣医学研究所 
 
（2）協力機関 

モンゴル側の協力機関としては、教育・科学省 （戦略政策計画局）、科学技術基金、工

業・農牧業省（獣医繁殖庁、戦略政策計画局）、経済開発省、モンゴル国立農業大学が合

同調整委員会のメンバーとしてプロジェクトの年度計画や方向性にかかわる意思決定に

参加するとともに進捗のモニタリングを行う（次節にて詳述）。 
また、疫学調査時には、対象 10 県（トゥブ、ドゥンドゴビ、セレンゲ、ヘンティ、バ

ヤンウルギー、ホブド、バヤンオンゴル、ウムヌゴビ、ブルガン、ザブハン）の食料農牧

中小企業局傘下の獣医部及び県獣医ラボ、ソムの獣医繁殖ユニット、民間獣医センターの

協力を適宜得ることが予定されている（プロジェクト開始後、状況に応じて 10 県以上に

増える可能性もある）。 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
（県の家畜衛生実施体制） 

 
 
 
 

（ソムの家畜衛生実施体制） 
 
 

図２－２ 県及びソムの家畜衛生実施体制 
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図２－３ 工業・農牧業省組織図 

 
２－２－４ プロジェクトのモニタリング・評価体制 

プロジェクトの進捗について、モニタリング・評価を行う機能は、以下の2つである。 
 

（1）合同調整委員会 
合同調整委員会は、年に少なくとも 1 回開催、あるいは、必要に応じて開催される。

同委員会のメンバーと役割は以下のとおりである。 
1）合同調整委員会メンバー 

a．議長 
・教育・科学省戦略政策計画局局長 

b．メンバー 
〈モンゴル側委員〉 

・モンゴル国立農業大学 獣医学研究所 所長 
・モンゴル国立農業大学 副学長 

工業・農牧業大臣 

工業・農牧業省次官

工業・農牧業副大臣(2)
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・経済開発省 経済協力・ローン・援助政策局 
・工業・農牧業省 戦略政策計画局 
・工業・農牧業省 獣医繁殖庁 
・教育・科学省 科学技術基金 
・国家獣医薬品質管理・認証ラボ 

〈日本側委員〉 
・国際協力機構モンゴル事務所所長 
・帯広畜産大学原虫病研究センター研究リーダー  
・プロジェクト日本人専門家 
・その他国際協力機構によって任命されたもの 

上記のメンバーに加えて、日本大使館職員及び独立行政法人科学技術振興機構よりオ

ブザーバー参加する場合がある。 
 

2）合同調整委員会の役割 
合同調整委員会は、プロジェクト全体の運営管理を行う最高の意思決定機関として

以下の業務を行う。 
①プロジェクトの年間活動計画の承認 
②プロジェクト活動全般の進捗と達成状況の確認 
③プロジェクト実施期間中に生じた重要事項に関する意見の交換 
④その他、プロジェクトの円滑な遂行のために必要な協議 
なお、モンゴルの予算案策定手続きでは、各省庁が前年の 8 月 15 日までに次年度の

予算案を提出することとなっている。このため、合同調整委員会の議長は、次年度のプ

ロジェクトの年間活動計画を承認するために、8 月前に合同調整委員会を招集すること

とする。 
 

（2）SATREPS 科学ワークショップ 
プロジェクトの進捗と達成について、科学的/技術的視点からの意見交換を行う場とし

て、また、関係諸機関に技術的な知見を普及する場として「SATREPS 科学ワークショ

ップ（SATREPS Scientific Workshop）」を、必要に応じて開催することが予定されている

（年に 1 回は開催することとしている）。ワークショップは獣医学研究所の研究者、帯

広畜産大学原虫病研究センター、プロジェクトに協力する地方の獣医師、その他の関係

諸機関の参加を得て開催される。 
 
２－２－５ プロジェクト実施上の留意点 
（1）地方獣医師のプロジェクトへの協力 

全国規模での疫学調査は獣医学研究所の研究者のみならず、地方獣医師の協力なくして

はなし得ないが、キックオフミーティングに参加した地方獣医師の本プロジェクトに対す

る期待と関心は高く、良好な協力体制を構築できると考えられる。プロジェクト実施中に

おいては、「SATREPS 科学ワークショップ」等をとおして地方の獣医師への適切な情報共

有、必要な技術指導や研修等を実施することにより、協力体制を維持していくことにつき、
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留意する。 
 
（2）試薬・消耗品の調達 

調査研究活動に必要な試薬・消耗品をモンゴルで調達する場合、現状では数カ月を要し

ているようである。サーモフィッシャーなどいくつかの試薬機器メーカーがモンゴルに参

入しているようであるが、一定数量（または金額）以上の発注があるまで本社へ発注しな

いことが大きな要因のようである。東京あるいは帯広の試薬ディーラーへのモンゴルから

の直接発注が可能か否か、今後検討する必要がある。 
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第３章 事前評価結果 
 

３－１ 妥当性 

本プロジェクトの実施の妥当性は、以下の理由から高いと思われる。 
モンゴルにおいて、農林水産業は GDP の 13.5％、労働人口の 33％を占める最重要セクターの

1 つである（Mongolian Statistical Yearbook 2012）。 
2008 年に策定された「MDG に基づく総合的国家開発戦略」においては、各地感染症の発生・

感染の予防と畜産の生産性向上が重点項目として挙げられ、また、2010 年 5 月の国家大会議で承

認された「モンゴル国家家畜プログラム」では今後 10 年間の畜産振興政策目標として挙げられ

た 6 項目のなかで、牧畜分野の人材育成、家畜感染症対策の強化がうたわれている。 
また、同プログラムでは、今後、環境保全の観点から、家畜の飼育頭数を減少させることが打

ち出されており、適正な飼育頭数による質の高い農牧業の実施が求められている。家畜感染症対

策は、家畜の品質管理と生産性向上の点から重要度が高い。 
 

（1）わが国の援助政策との整合性 
2012 年 5 月の「対モンゴル国別援助方針」でわが国は、急速な経済成長にもかかわらず、

貧困層の削減が進まず、雇用創出が課題となっているモンゴルの現状をかんがみ、「すべて

の人が恩恵を受ける成長の実現に向けた支援」を援助重点分野の 1 つとしている。そのなか

で、最大の雇用吸収先である農牧業部門に対しては、持続的な農業経営の普及等の支援を通

じて、農牧民の収入機会の確保・及び生計向上を図るとしている。 
 

（2）モンゴルの農牧民のニーズとの整合性 
原虫病によって慢性的な健康被害を受けた家畜は、流産や貧血を起こし、モンゴルの冬の

厳しい環境に耐えられずに死亡するケースが多いとされる。モンゴルにおいて原虫病による

家畜への健康被害の実態の解明は、これまで本格的に行われてこなかった。 
本プロジェクトによってその実体が解明され、簡易・迅速診断法が開発されれば、原虫病

の予防・対策の強化を通じて、長期的には、畜産の生産性向上と農牧民の生活改善につなが

っていくことが期待される。モンゴルのコミュニティのニーズの観点からも、実施の妥当性

は高いと考えられる。 
 

３－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性（目標達成度）は高いものと思われる。 
プロジェクトの実施機関であるモンゴル農業大学の獣医学研究所と共同研究機関の帯広畜産

大学原虫病研究センターは、過去 10 年以上にわたって共同研究や留学生の派遣を通じて交流を

行ってきており、本プロジェクト実施にあたって相互理解の下、円滑なプロジェクト活動の実施

が期待できる。帯広畜産大学原虫病研究所は、原虫病の診断法開発研究で、LAMP 法や免疫クロ

マトグラフィー法等を用いて成果を上げてきているだけでなく、過去のモンゴルにおける技術協

力（獣医診断技術改善計画）での経験から、モンゴルの獣医学研究の現状にも通じている。 
本プロジェクトは、トリパノソーマ病とピロプラズマ病の 2 種類を対象として、①簡易・迅速

診断法の開発とモデル地区での試行、②モンゴル全土の原虫病の疫学調査の結果を基に、③今後
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のモンゴルにおける予防・対策の提言を通じて、獣医学研究所の、家畜原虫病（トリパノソーマ

病、ピロプラズマ病）の早期発見及び予防・対策のための研究開発能力の向上をめざすものであ

る。 
当該分野で実績を残してきている帯広畜産大学の協力を得て、5 年間のプロジェクト期間中に

3 つのアウトプットにかかわる活動を通じて、プロジェクト目標である獣医学研究所の研究開発

能力の向上は十分に達成可能であると思われる。 
具体的には、プロジェクト目標の指標として PDM に記述された、①プロジェクトで開発され

た簡易・迅速診断キットを普及するために行う「国家獣医薬品品質管理・認証ラボ」に対する承

認申請手続き、②国際学会への投稿論文数の 2 点は、実施研究機関及び協力研究機関の能力、こ

れまでの研究実績からみて、十分に達成可能な内容であると判断する。 
 

３－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は高いものと思われる。 
投入については、協力研究機関である帯広畜産大学の国立原虫研究センターから、原虫病研究

で実績をもち、わが国を代表する研究者が派遣される予定である。また、モンゴル側の研究機関

である獣医学研究所と十年以上にわたる研究交流を行ってきていることから、協力研究体制の構

築に問題はなく、円滑な研究活動の実施が期待できる。 
本プロジェクトで開発をめざす簡易診断試薬は薬剤やワクチンよりも小規模で簡単な施設設

備で製造可能である。また、過去に実施された技術協力において獣医学研究所に投入された設備

の維持管理状況も全般的に良好であり､引き続き使用できるものもあるため、今回の投入につい

ては、適切な規模のものとなる。 
適切な投入量によって、プロジェクト期間中に十分なアウトプットが得られることが期待され

るため、効率性は高いものと思われる。 
 

３－４ インパクト 

さまざまな正のインパクトが生じることが想定される。 
モンゴルにおいて原虫病による家畜への健康被害の実態の解明は、これまで本格的に行われて

こなかったが、本プロジェクトによってその実体が解明され、簡易・迅速診断法が開発されれば

原虫病の予防・対策の強化を通じて、畜産の生産性向上と農牧民の生活改善につながっていくこ

とが期待される。長期的には、牧畜の生産性の向上により、適正な飼育頭数による放牧地の保全

を通じた環境面でのインパクトも期待できる。 
また、本プロジェクトで確立される診断薬開発技術は、他の感染症に応用が可能であり、技術

的なインパクトは大きい。 
本プロジェクトの技術的な成果は、同時期に、モンゴル国立農業大学において実施が予定され

ている「獣医・畜産分野人材育成プロジェクト」において、獣医師養成過程カリキュラムへの反

映（教材・診断実習での使用）などが期待される。 
 

３－５ 持続性 

畜産業は、鉱業と並びモンゴルの最重要セクターの 1 つであり、その生産性の向上は国民の多

くを占める遊牧民の生活向上に欠かせない要素であるため、モンゴル政府の畜産業重視の政策は、
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本プロジェクト終了後も継続されると考えてよいと思われる。 
また、共同研究をとおして、原虫病疫学調査、野外原虫株の樹立と簡易診断法の開発を日本側・

モンゴル側の研究者とで共同で実施することで、モンゴルの若手研究者人材育成（キャパシティ・

デベロップメント）を実現し、必要な研究手法と診断法開発ストラテジーを相手国に根づかせる

ことが期待される。 
簡易診断試薬は薬剤やワクチンよりも小規模で簡単な施設設備で製造可能であり、本課題で診

断薬の製造環境の整備を通じて、プロジェクト期間終了後も、モンゴル側研究者独自に原虫病調

査、診断薬製造・開発が実施できるようになることが期待される。本プロジェクトで確立が期待

される診断薬開発技術を他の感染症に応用できるという波及効果も期待できるため、技術的な持

続性は高いものと思われる。 
また、研究者の定着率については、先に国際協力機構が実施した「獣医師診断技術改善計画

（1997～2002 年）」に参加した C/P の例を引くと、総数 42 名の C/P のうち、引退した者を除く

36 名は獣医学関係の組織で勤務を続けており、定着率は十分に高いため、本プロジェクトについ

ても、研究者の大幅な異動が起こる可能性は低いものと考える。  
 

３－６ 結論 

前節で述べたとおり、現地での調査の結果、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパク

ト、持続性）による事前評価は、すべての項目において高い評価となり、プロジェクトの実施に

あたり、特筆すべき課題は見受けられない。 
モンゴル側の実施機関である獣医学研究所、日本側の研究協力機関である帯広畜産大学の原虫

病研究センターは過去 10 年以上にわたって共同研究を中心とした交流を続けてきている。活動

を行うにあたって協力体制の構築に問題はない。 
モンゴル側の活動経費負担についても、獣医学研究所所長はもとより、獣医学研究所を管轄す

る教育・科学省担当者からも、円滑な予算措置のための努力を行う旨の説明が、調査団に対して

なされた。 
獣医学研究所に勤務する若手の研究者達は、わが国を代表する家畜原虫病分野の研究者との共

同研究活動を通じて、原虫病の早期発見、予防、コントロールにかかわる研究・開発能力を一段

と向上させることが期待される。 
本プロジェクトは、タイトルが示すように、「社会実装可能」な家畜原虫病の診断法開発をめ

ざしており、この点を検証するための指標として、PDM にも「獣医学研究所で開発された簡易迅

速診断法が、国家獣医薬品品質管理・認証ラボに提出される。」と記述されている。プロジェク

トが、単に、研究室レベルでのデータ解析や論文作成などの範囲にとどまらず、現場の民間獣医

師、牧民への普及につながる結果を生み出すことが期待される。 
 

３－７ 貧困・ジェンダー平等・環境等への配慮 

本プロジェクトは、アウトプットとして、原虫病の被害と分布状況の把握、ソムレベルの獣医

師が日常の診断業務に利用できる簡易・迅速な診断法の開発、モンゴルにおける原虫病対策の提

言を掲げている。 
これらのアウトプットを得るための活動は、地方での家畜からの血液のサンプリングやベクタ

ーの採集以外は、実験室内での分析作業が主体であるため、貧困・ジェンダー平等などの面で悪
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影響を及ぼすことはないものと考えられる。 
研究室レベルでの環境への配慮として、破損した実験器具や、試薬等の薬品の処理について、

また、実験を行った後の動物の死体の処理などについて、獣医学研究所周辺の環境への悪影響を

もたらさないように配慮が必要であること、また、原虫病はダニなどのベクターが媒介して感染

することから、細菌やウイルスによる感染症と比べ拡散の危険度は低いが、拡散の防止には十分

な注意を払う必要がある。 
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第４章 総括 
 

４－１ 研究総括所感 

本プロジェクトは（1）原虫病及び媒介マダニの特異診断・分類技術を用いてモンゴルにおけ

るトリパノソーマ病、ピロプラズマ病及び媒介マダニの大規模疫学調査を実施し、その存在、分

布と被害の実態を明らかにすること、（2）疫学調査で得られた感染材料から原虫野生株を樹立し、

原虫野生株由来材料を活用してモンゴルで社会実装可能な簡易迅速診断キットを開発すること、

という 2 つの大きな目標を達成し、現在モンゴルで飼養されているさまざまな家畜に高度に蔓延

しているにもかかわらず、いまだ実質的な対策がとられていない家畜原虫病と媒介マダニ対策に

貢献することをめざすものである。プロジェクトの申請書作成にあたり、モンゴル側研究代表者

であるバツェツェグ所長と研究計画に関する綿密な打合せを実施したことはもちろん、これまで

にわれわれ及び他の研究グループが報告してきたモンゴルにおける原虫病蔓延状況に関する情

報を可能な限り収集し、準備してきた。しかしながらわれわれの立案したプロジェクトがどの程

度モンゴルの関係省庁や地方獣医師に関心をもって受け入れられるのかについては未知数であ

った。 
今回の詳細計画策定調査では関係者各位の綿密な連携と準備によってプロジェクトで協力を

仰ぐこととなる 10 の主要アイマグ（県）からバツェツェグ所長が招へいした地方獣医師に加え、

工業・農牧業省、教育・科学省、セレンゲ県及びドントゴビ県の地方獣医ラボラトリー等、関係

各所を訪問し、本プロジェクトへの意見聴収の機会を得た。訪問したすべての関係機関から本プ

ロジェクトに関する強い関心と期待が寄せられたことはプロジェクトのスタートに際しては喜

ばしいことであるが、何としてでも成果を上げなくてはならない責任と重圧を感じた次第である。

また、モンゴル側 C/P との打合せを円滑に進めるためにあらかじめ準備した PDM 及び PO にも

ほとんど変更がなかったことから（少なくとも）現段階においては本プロジェクトの実施計画が

日本・モンゴル両研究者間で十分に練られたものであることを物語っており、5 年間の共同研究

を通して良好な協力関係を築いていくための良いスタートを切ることができるのではないかと

期待している。2 年後までに完成を予定しているモンゴル国立獣医学研究所新研究棟に本プロジ

ェクトのための実験室スペースを確保してもらえるなど、モンゴル側の本プロジェクトに対する

自主的な関与についても深く感謝したい。 
このように、おおむね問題なく終わった詳細策定調査であったが、解決すべき課題がなかった

わけではない。特に調査研究活動に必要な試薬・消耗品をモンゴルで調達する場合、現状では数

カ月を要していることは問題である。いくつかの試薬機器メーカーがモンゴルに参入しているよ

うであるが、モンゴルにおける研究用機器・試薬類の市場の小ささがネックとなり、早急な改善

は困難かもしれない。この点をいかに克服し、われわれが実施する研究活動に遅滞が生じないよ

うにするかについては今後も解決策を求めて奔走することになるであろう。 
最後に、残暑厳しい東京から一転して氷点下のウランバートルにご足労いただき、本詳細計画

策定調査とプロジェクト実施計画をより良いものにするべく真摯なご支援、ご協力、ご助言を頂

いた、モンゴル国立獣医学研究所バドガー・バツェツェグ所長、モンゴル農業大学農学部バンズ

ラク・バツール学部長ほかモンゴル側 C/P 及び地方獣医診療所の皆様、JICA モンゴルオフィス加

藤俊伸所長、同・岩井淳武次長、同・竹鶴英子氏、同・ボロル氏、同・荒井順一氏、JICA 農村開

発部・鍋屋史朗調査団長、同・中村麻紀調査役、（株）レックス・インターナショナル・東野英
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昭シニアコンサルタント、東京大学大学院医学研究科（JST 研究主幹）・北潔教授、JST・発正浩

主任調整員、帯広畜産大学企画国際室・原崎眞弥氏、ほか関係各位に心から感謝して研究総括所

感の稿を締めくくらせていただきます。 
 

４－２ 団長所感 

本詳細計画策定調査で調査団が訪問したいずれの関係機関（工業・農牧業省畜産局、獣医繁殖

庁、中央獣医診断ラボ、セレンゲ県、ドンドゴビ県）からも、本プロジェクトで対象とする家畜

原虫病に対し、モンゴルにおいては家畜感染症・寄生虫病に比し対応が遅れている疾病であり不

明な部分が多いことから、今回のプロジェクトへの期待と感謝が寄せられた。 
実施機関となる獣医学研究所は、1997 年から 5 年間にわたり JICA 技術協力プロジェクト「モ

ンゴル国家畜感染症診断技術改善計画」を実施した経験をもち、それを契機に帯広畜産大学との

交流が開始され現在に至っている。「モンゴル国家畜感染症診断技術改善計画」にかかる JICA 事

後評価調査が 2009 年に実施され、地方ラボへの診断技術の普及には課題が残るが、中央レベル

での診断技術の改善への貢献、供与機材の良好な稼働状況、といった評価が得られている。評価

の要因には、レベルの高い研究者の養成、それら研究者の定着率の高さ、モンゴルのマクロ経済

成長とともに政策的・財政的支援を得られたことが挙げられている。 
今回のプロジェクトに参加する Battsetseg 所長（代理）以下 18 名は、全員感染症プロジェクト

参加の経験はないが、Battsetseg 所長（プロジェクトダイレクター兼研究代表）、Battur 分子遺伝

学研究室主任研究員（プロジェクトマネジャー）を含め、9 名が日本での学位取得または JICA 研

修参加の経験を有しており、日本的研究に慣れており、今回の共同研究も友好的かつ効率的に進

むものと思料される。 
なお、同時期に実施予定の「獣医・畜産分野人材育成能力強化プロジェクト」では、獣医・畜

産分野の人材育成能力の強化を目的として、モンゴル国立農業大学獣医学部のカリキュラム改善、

獣医学部の体制整備、教員の指導能力強化、社会人教育の内容改善が行われる予定であることか

ら、家畜衛生分野において、人材育成と研究の両輪の協力を日本が行うことを各訪問先で強調し

た。特に、地方獣医師の人材育成については、両プロジェクト間で情報共有を進めつつ、効率的・

効果的に進めることを期待したい。 



付 属 資 料 

 

１．詳細計画策定調査ミニッツ（Minutes of Meeting：M/M） 
 
２．討議議事録（Record of Discussions：R/D） 
 
３．プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）Ver.1 
 
４．プロジェクト実施体制図 
 
５．面談録 
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